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二酸化炭素排出抑制対策事業費等補助金 

（空港における脱炭素化促進事業）公募要領 

 

令和５年５月 

一般財団法人環境優良車普及機構 

 

一般財団法人環境優良車普及機構（以下「機構」という。）では、環境省から令和５年

度二酸化炭素排出抑制対策事業費等補助金（空港・港湾分野における脱炭素化促進事業）

の交付を受け、空港及び港湾における脱炭素化の促進を図るため、空港の再エネ拠点化・

省エネ化及び港湾区域の脱炭素化に配慮した機能強化を行う事業に対する補助金（二酸化

炭素排出抑制対策事業費等補助金（空港・港湾分野における脱炭素化促進事業））を交付

する事業を実施しています。 

本補助金の目的、対象事業、応募方法、留意事項等を本公募要領に記載しておりますの

で、応募申請される方は、本公募要領をご熟読くださいますようお願いいたします。 

なお、補助事業として採択された場合には、令和５年度二酸化炭素排出抑制対策事業費

等補助金（空港・港湾分野における脱炭素化促進事業）交付規程（令和５年５月９日環物

流第５－０１１号）（以下「交付規程」という。）に従って補助事業の手続等を行ってく

ださい。 

 

※ 港湾における脱炭素化促進事業の公募は行いません。 
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空港における脱炭素化促進事業補助金に 

応募申請される皆様へ 

 

本補助金については、国庫補助金である公的資金を財源としておりますので、社会的に

その適正な執行が強く求められており、当然ながら、機構としましても、補助金に係る不

正行為に対しては厳正に対処します。 

従って、本補助金に対し応募の申請をされる方、申請後、採択が決定し補助金の交付決

定を受けられる方におかれましては、以下の点につきまして、充分ご認識された上で、応

募の申請を行っていただきますようお願いします。 

 

１ 応募の申請者が機構に提出する書類には、如何なる理由があってもその内容に虚偽の

記述を行わないでください。 

 

２ 機構から補助金の交付決定を通知する前において発注等を行った経費については、交

付規程に定める場合を除き補助金の交付対象とはなりません。 

 

３ 補助金で取得し、又は効用の増加した財産（取得財産等）を、当該財産の処分制限期

間（法定耐用年数）内に処分（補助金の交付目的に反して使用し、譲渡し、交換し、貸

し付け、担保に供し、又は取壊し（廃棄を含む。）をすることをいう。）しようとす

るときは、事前に処分内容等について機構の承認を受けなければなりません。なお、機

構は、必要に応じて取得財産等の管理状況等について調査することがあります。 

 

４ 補助事業の適正かつ円滑な実施のため、その実施中又は完了後に必要に応じて現地調

査等を実施します。 

 

５ 補助事業に関し不正行為が認められたときは、当該補助金に係る交付決定の解除を行

うとともに、支払い済の補助金のうち解除対象となった額を返還していただくことにな

ります。 

 

６ なお、補助金に係る不正行為に対しては、補助金等に係る予算の執行の適正化に関す

る法律（昭和３０年法律第１７９号）の第２９条から第３３条において、刑事罰等を科

す旨規定されています。 

 

７ 補助金の応募ができる者は、別紙に示す暴力団排除に関する誓約事項に誓約できる者

であることとします。 

 

８ 補助事業に係る資料等は、事業完了の属する年度の終了後５年間、保存していただく

必要があります。 
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１．補助金の目的と性格 

 

○ 空港については、駐機中の航空機への電気・冷暖房の供給について、従来の航空機燃

料を活用した APU（補助動力装置）から再生可能エネルギー由来電力の活用が可能な固

定式 GPU（地上動力装置）や移動式 GPU に切り替えを行うことで、空港における脱炭素

化を促進し、2050年カーボンニュートラルの実現に資することを目的としております。 

 

○ このため、本補助事業の実施により、CO2排出量が確実に削減されることが重要です。 

補助事業の申請においては、算出過程も含む CO2排出量の削減量の根拠を明示していた

だき、補助事業完了後は CO2排出量の削減量の実績を報告していただくこととなります。 

 

○ 本補助金の執行は、法律及び交付要綱等の規定により適正に行っていただく必要があ

ります。 

具体的には、補助金等に係る予算の執行の適正化に関する法律（昭和３０年法律第

１７９号。以下「適正化法」という。）、補助金等に係る予算の執行の適正化に関す

る法律施行令（昭和３０年政令第２５５号。以下「適正化法施行令」という。）、そ

の他の法令、二酸化炭素排出抑制対策事業費等補助金（空港・港湾分野における脱炭

素化促進事業）交付要綱（令和４年３月２９日付け環地温発第2203296号。以下「交付

要綱」という。）及び空港・港湾分野における脱炭素化促進事業実施要領（令和４年

３月２９日付け環地温発第2203296号。以下「実施要領」という。）の規定によるほか、

交付規程の定めるところに従い実施していただきます。 

万が一、これらの規定が守られず、機構の指示に従わない場合には、交付規程に基づ

き交付決定の解除の措置をとることもあります。また、事業完了後においても、補助事

業の効果が発現していないと判断される場合には、補助金返還などの対応を求めること

がありますので、この点について十分ご理解いただいた上で、応募してください。（詳

細は p１４「補助事業における留意事項等について」をご確認ください。） 

 

（注意事項） 

・ 補助事業の開始は、交付規程に定める場合を除き交付決定日以降となります。 

・  また、補助事業により取得した財産については、本補助金で取得した財産である旨を

明示するとともに、事業完了後においても、事業報告書（CO2 排出量の削減量の把握）

の提出や適正な財産管理などが必要です。 

・  補助事業で取得した財産を処分（目的外使用、譲渡等）しようとする場合は、あらか

じめ機構に申請を行い、承認を受ける必要があります。 

・ これらの義務が十分果たされないときは、機構より改善のための指導を行うとともに、

事態の重大なものについては交付決定を解除することもあります。 
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２．補助対象となる事業 

 

本補助金の対象は、（１）に適合する（２）の事業とします。 

 

（１）対象事業の基本的要件 

ア 事業を行うための実績・能力・実施体制が構築されていること。 

イ 提案内容に、事業内容・事業効果・経費内訳・資金計画等が明確な根拠に基づき

示されていること。 

ウ 本事業の補助により導入する設備等について、国からの他の補助金（負担金、利

子補給金並びに適正化法第２条第４項第１号に規定する給付金及び同項第２号に

掲げる資金を含む。）を受けていないこと。 

エ 別紙に示す暴力団排除に関する誓約事項に誓約できるものであること。 

 

（２）対象事業 

空港における脱炭素化促進事業 

ア 補助事業の実施に関する要件その他の必要な事項について 

１ 対象事業の要件 
（１）航空機燃料を活用したAPU（補助動力装置）からGPU（地上動力装置）

に切り替えを行う事業であること。 
（２）GPU に切り替えを行うことで、50％以上のCO2 排出削減効果が見込ま

れること。 
（３）応募申請時の事業計画において、本事業により導入する GPU の今後の

再生可能エネルギー由来電力やバイオ燃料の活用等による脱炭素化に向け

た計画を盛り込むこと。 
 
２ 補助対象設備等 

・固定式GPU（埋設式及び地上走行式）：静止型電源装置、冷暖房装置、基

礎、電力ケーブル、冷暖房用ダクト、冷暖房用ホース、電力ケーブル等を

移動させるための車両 
・移動式GPU（電気式及びディーゼル式）：電源車、エアコン車 
・その他機構が適当と認める設備 

 
３ 補助金の交付額 

   原則としてイ補助対象経費の２分の１以内（上限は１億５０００万円） 
   なお、本事業は補助対象の設備等をファイナンスリースにより提供するために

導入する際の補助対象経費についても対象となります。 
 
４ 補助事業期間 

補助事業の実施期間は、原則として単年度とします。 
 
５ 補助金の応募を申請できる者 
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本事業について補助金の応募を申請できる者は、次に掲げる者とする。 
（１）民間企業 
（２）地方公共団体 
（３）一般社団法人・一般財団法人及び公益社団法人・公益財団法人 
（４）その他環境大臣の承認を経て機構が認める者 
（５）補助対象の設備等を（１）～（４）にファイナンスリースにより提供す

る契約を行う民間企業 
 
６ 維持管理 

補助事業により導入した設備等の取得財産は、交付規程第８条第１項第十三

号及び第十四号の規定に基づき、善良な管理者の注意をもって管理し、補助金

の交付の目的に従って、その効率的運用を図ること。また、導入に関する各種

法令を遵守すること。 
 
７ 二酸化炭素排出削減量の把握及び情報提供 

補助事業者は、事業の実施による二酸化炭素排出削減量を把握し、交付規程

及び機構の求めに応じて、事業の実施に係るこれらの情報を提供すること。 
 
イ 補助対象経費 
  事業を行うために必要な工事費（本工事費、付帯工事費、機械器具費、測量及

試験費）、設備費、業務費及び事務費 
 

ウ 共同実施 

 次に掲げる体制にて補助事業を実施する場合には、補助事業に参画するすべて

の事業者がアの５補助金の応募を申請できる者に該当することが必要となりま

す。また、補助事業に参画するすべての事業者のうちの１名が、本補助金の応募

等を行い、応募の対象者となる代表の事業者（以下「代表事業者」という。）と

なり、他の事業者は共同事業者とします。なお、代表事業者は、補助事業の全部

又は一部を自ら行い、かつ、当該補助事業により財産を全部又は一部を取得する

者に限ります。 

 また、代表事業者は、補助事業の実施に係る全ての責を負うものとし、共同事

業者が法令等若しくは交付規程に違反した場合についても代表事業者がその責

を負うものとします。 

（ア）ファイナンスリース 

  ファイナンスリースを利用する場合は、ファイナンスリース事業者を代表

事業者とし、アの５補助金の応募を申請できる者の（１）～（４）に該当す

る事業者との共同申請とします。 

  また、この場合は、リース料から補助金相当分が減額されていること及び

法定耐用年数期間まで継続して補助事業により導入した設備等を使用する

契約内容であることを証明できる書類の提示を条件とします。 
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（イ）（ア）以外の共同実施 

  補助事業者に該当する者が複数で事業を実施する場合には、代表事業者は、本事業の

応募書類の申請者となるほか、補助事業として採択された場合には、円滑な事業執行と目

標達成のために、その事業の推進に係る取りまとめを行うとともに、実施計画書に記載し

た事業の実施体制に基づき、具体的な事業計画の作成や、事業の円滑な実施のための進行

管理を行っていただくことになります。また、代表事業者及び共同事業者は、特段の理由

があり機構が承認した場合を除き、補助事業として採択された後は変更することができま

せん。
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 ３．補助事業の採択  

 

（１）公募を行います。 

 

（２）応募者より提出された実施計画書等をもとに、下記審査項目について厳正に審査

を行い、空港・港湾分野における脱炭素化促進事業の予算の範囲内で補助事業を採

択します。 

   〇審査項目 

1. 事業の目的・内容 

目的・概要が本事業のスキーム、特性等に留意して記入されているかなど 

2. 事業の効果、ＣＯ２削減コスト 

導入するシステムによるＣＯ２削減量・ＣＯ２削減コストの直接効果及びそ

の算出根拠はどうか 

3. 今後の脱炭素化計画（空港事業） 

再生可能エネルギー由来電力やバイオ燃料等の活用計画が立てられているか 

4. 事業の実施体制 

実施体制・組織は発注先に加え、施工監理の体制等が十分なものか 

5. 資金計画 

事業に関する収支と資金の調達計画が妥当であるか 

6. 事業実施に関連する事項 

他の国の補助金等への応募状況等はどうか 

本事業の遂行上、許認可等の調整が必要となる事項があるか 

7. 設備の運営管理・保守計画 

事業完了後の実運用における運営管理・保守計画は妥当か 

8. 事業実施スケジュール 

実施事業のスケジュールが確実であるか 

9. 脱炭素化先行地域選定結果一覧に記載がある地域(代表提案者の市区町村及

び共同提案者の中に含まれる地方自治体の市区町村)の中で実施する事業で

あるか 

 

    なお、２．補助対象となる事業（１）対象事業の基本的要件及び（２）ア１対象

事業の要件に適合しない申請並びに補助金の応募を申請できる者の要件を満たさな

い申請については、審査を行わないものとします。 

    また、２．補助対象となる事業に適合する申請であっても、応募内容によっては、

補助額の減額又は不採択とする場合もありますのでご了承ください。審査結果に対

するご意見・お問い合わせは対応致しかねます。 

 

（３）公募締切日から、当該申請に係る公募結果の通知を行うまでに通常要すべき標準

的な期間を４０日とします。 
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４．応募に当たっての留意事項 

 

（１）虚偽の応募に対する措置 

応募書類に虚偽の内容を記載した場合、事実と異なる内容を記載した場合は、事業

の不採択、採択の解除、交付決定の解除、補助金の返還等の措置をとることがありま

す。 

 

（２）補助対象外経費の代表例 

・既存施設の撤去費、廃材の運搬費、廃材の処分費等 

・二酸化炭素排出削減に寄与しない周辺機器、オプション品等に係る経費 

 

（３）維持管理 

補助事業により導入した設備等は、補助事業者の責任の下で適切な維持管理が講じ

られるものである必要があります。 

 

（４）二酸化炭素の削減量の把握 

補助事業の完了後は、二酸化炭素の削減量の把握を行う必要があります。 

 

（５）事業報告書の作成及び提出 

補助事業者は、補助事業の完了の日の属する年度の終了後３年間の期間について、

年度毎に年度の終了後３０日以内に当該補助事業による過去１年間（初年度は、補助

事業を完了した日から補助事業の完了の日の属する３月末までの期間を含む。）の二

酸化炭素排出削減効果について、様式第１６による事業報告書を大臣に提出する必要

があります。 

 

（６）他の補助事業との関係 

 補助対象経費には、国からの他の補助金（負担金、利子補給金及び適正化法第２条

第４項第１号に掲げる給付金及び同項第２号に掲げる資金を含む。）と重複する対象

費用を含めません。 

 国からの他の補助事業に申請している、または申請する予定の場合は、後述の実施

計画書にその補助事業名及び補助対象について必ず記入してください。 

 

（７）補助事業完了後の検証 

補助事業の完了の日の属する年度以降、必要に応じて、導入した設備と設備の稼働

状況、管理状況及び補助事業の成果（二酸化炭素排出削減量）を確認するため、環境

省から委託を受けた団体が現地調査を行う場合があります。 

補助事業者は、調査の要請があった場合には、当該調査に協力し、必要な

情報を提供しなければなりません。 

 

（８）事業内容の発表等について 

本事業の実施内容・成果については、広く国民へ情報提供していくことが重要であ
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ることに鑑み、国内外を問わず積極的に公表するように努めるとともに、実施内容・

成果の公表・活用・社会実装等に当たっては、空港・港湾分野における脱炭素化促進

事業（環境省補助事業）によるものである旨を広く一般にとってわかりやすい形で必

ず明示するようにする必要があります。 

 

（９）応募書類の数値の記入に当たって 

金額については小数点以下を切り捨て、その他の数値については小数点第２位を四

捨五入して記載してください。 

実施計画書の記入欄が少ない場合は、様式を引き伸ばして使用してください。 
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５．応募の方法  

 

（１）応募書類 

応募に当たり提出が必要となる書類は、次のとおりです。 

応募書類のうち、ア～ウ及びキについては、必ず次の電子ファイルをダウンロード

して作成するようお願いします。 

ア 応募申請書【応募様式１】 

  ※共同申請者は【応募様式１－２】 

イ 実施計画書【別紙１】 

※実施計画書における各欄は必ず記載し、漏れのないようにしてください。 

※２．補助対象となる事業（２）対象事業における「補助事業の実施に関する要件」

を確認できる書類(機器仕様、図面等)を参考資料として必ず添付してください。 

ウ 経費内訳【別紙２】 

  ※金額の根拠がわかる書類（見積書等）を参考資料として必ず添付してください。 

エ 代表事業者と共同事業者の企業パンフレット等会社概要がわかる資料及び定款又

は寄附行為（申請者が個人事業主の場合は、住民票の原本（発行後３ヶ月以内のも

の）を提出すること。また、認可を受けている者等は、設立の認可を受け、又は設

立の認可が適当であるとされた法人の定款又は寄付行為の案を提出すること。ただ

し、この案が作成されていない場合には、提出を要しない。） 

オ 代表事業者と共同事業者の経理状況説明書（直近２決算期の貸借対照表及び損益

計算書（応募の申請時に、法人の設立から１会計年度を経過していない場合には、

申請年度の事業計画及び収支予算を、法人の設立から１会計年度を経過し、かつ、

２会計年度を経過していない場合には、直近の１決算期に関する貸借対照表及び損

益計算書を提出すること。）個人事業主が申請する場合は、提出を要しない。さら

に、認可を受けている者等は、設立の認可を受け、又は設立の認可が適当であると

された法人の申請年度の事業計画及び収支予算の案を提出すること。ただし、この

案が作成されていない場合には、提出を要しない。また、地方公共団体が申請する

場合は申請年度の予算書を提出すること。） 

カ 法律に基づく事業者であることを補助事業者の要件としている事業については、

法律に基づく事業者であることを証する行政機関から通知された許可書等の写し 

キ 別添 

地球温暖化対策事業効果算定ガイドブック 補助事業申請者向けハード対策事業

計算ファイル G.省エネ設備 

ク その他参考資料 

  

（２）応募書類の提出方法 

  ア 電子情報処理組織による申請 
補助金申請システムｊGrantsを使用した申請については、使用環境が整い次第、

当機構ホームページに開始のお知らせを掲載いたします。 
  イ ア以外による提出 

（１）の応募書類を電子メールにより提出してください。 
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メール件名に、以下の例のように必ず【応募申請】法人名を記入してください。 

メール件名記入例  「【応募申請】○○○○株式会社」 

提出先 E-mailアドレス 

（３）公募期間 

令和５年５月２５日（木） ～ 令和５年６月２３日（金）１７時 

公募期間以降に機構に到着した書類のうち、遅延が機構の事情に起因しない場合

は、いかなる理由があっても応募を受け付けませんので、十分な余裕をもって応募し

てください。 

（４）今後の公募スケジュールについて 

今後、応募状況を踏まえて、追加公募を行うかどうか決定します。 

mailto:butsuryu@levo.or.jp
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６．問い合わせ先 

公募全般に対する問い合わせは、次のとおりです。 

ただし、当機構ホームページより所定の質問用紙をダウンロードし、電子メール

にて問い合わせください。 

メール件名に、以下の例のように必ず【質問】法人名を記入してください。 

メール件名記入例  「【質問】○○○○株式会社」 

＜問い合わせ先＞ 

〒１６０－０００４ 

東京都新宿区四谷２丁目１４番地８ ＹＰＣビル６階 

（一財）環境優良車普及機構 補助事業執行部 

ＴＥＬ：０３－５３４１－４７２８ 

ＦＡＸ：０３－５３４１－４７２９ 

メールアドレス:butsuryu@levo.or.jp 

＜問い合わせ期間＞ 

令和５年５月２５日（木） ～ 令和５年６月２３日（金）１７時 

mailto:butsuryu@levo.or.jp
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７．公募説明会 

 

新型コロナウイルス感染症の影響により、公募説明会は行いません。 

当機構ホームページに公募説明資料を掲載しています。 

http://www.levo.or.jp/fukyu/butsuryu/index23k.html     

なお、問い合わせにつきましては、前頁６．問い合わせ先をご参照ください。 

 

 

http://www.levo.or.jp/fukyu/butsuryu/index23k.html
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補助事業における留意事項等について 

 

１．基本的な事項について 

本補助金の交付については、空港・港湾分野における脱炭素化促進事業の範囲内

で交付するものとし、適正化法、適正化法施行令、交付要綱及び実施要領の規定に

よるほか、交付規程の定めるところによります。 

万が一、これら規定が守られない場合には、事業の中止、補助金の返還などの措

置がとられることがありますので、補助制度について十分ご理解いただいた後、応

募してください。 

 

２．補助金の交付について 

（１）交付申請及び交付決定 

〇 公募により採択された補助事業者については、補助金の交付申請書を提出

していただきます。 

補助事業を行うために必要な工事費（本工事費、付帯工事費、機械器具費、

測量及試験費）、設備費、業務費及び事務費についての詳細は、交付規程の

別表第２、別表第３の内容となります。 
上記の他、必要な事項は交付規程に定めていますので、これを参照してく

ださい。 
〇 機構は、補助事業者から提出された交付申請書の内容について、以下の主

な事項に留意しつつ審査を行い、補助金を交付すべきものと認められたもの

について交付決定を行います。 

・申請に係る補助事業の全体計画（資金調達計画、工事計画等）が整って

おり、準備が確実に行われていること。 

・補助対象経費には、国からの他の補助金（負担金、利子補給金並びに適

正化法第２条第４項第１号に掲げる給付金及び同項第２号に規定する

資金を含む。）の対象経費を含まないこと。 

・補助対象経費以外の経費を含まないこと。 

   補助対象外経費の代表例としては、既存施設の撤去費、廃材の運搬費、 

廃材の処分費、二酸化炭素排出削減に寄与しない周辺機器、オプション 

品等に係る経費としています。 

 

（２）事業の開始 

〇 補助事業者は、機構からの交付決定を受けた後でなければ、補助事業を開

始することが出来ません。 

補助事業者が発注等を行うにあたり注意していただきたい主な点は、次の

とおりです。 

・ 契約・発注日は、機構の交付決定日以降であること。 

・ 補助事業の遂行上著しく困難又は不適当である場合を除き、競争原理が

働くような手続きによって発注等の相手先を決定すること。 
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補助事業に係る見積書は、交付申請の時点で有効期間内のものであり、

補助対象設備等が容易に判明できる見積書（３社見積）の提出が必要で

す。なお、３社見積書の提出が困難な場合については、明確かつ合理的

な理由を記載した理由書の提出が必要です。 

〇 また、補助対象経費は、補助事業を行うために直接必要な経費としており、  

当該補助事業で使用されたことを証明できるものに限られていますので、見

積書を取得するに当たっては、補助事業分とオプション品等が明確に判別で

きる見積書の取得が必要です。 

〇 なお、補助事業において、補助対象経費の中に補助事業者の自社製品の調

達等に係る経費を含む場合、補助対象経費の実績額の中に補助事業者自身の

利益が含まれることは、補助金交付の目的上ふさわしくないと考えます。こ

のため、補助事業者が自社製品の調達等を行う場合は、原価（当該調達品の

製造原価など※）をもって補助対象経費に計上します。 

※補助事業者において製造原価を算出することが困難である場合は、他の

合理的な説明をもって原価として認める場合があります。 

 

（３）事業の完了 

事業期間に行われた発注等に対して当該事業期間中に対価の支払い及び精

算が行なわれることが必要です。 

具体的には、原則として、令和６年２月末日までに行われる事業で、かつ当

該期間までに支払いが完了するものとします。（補助事業者に対して、補助事

業に要した経費の請求がなされた場合を含みます。この場合は、実績報告書に

請求書を添付することとし、補助事業者は、補助金を受領した日から原則とし

て２週間以内に領収書を機構に提出しなければなりません。）。 

 
（４）完了実績報告書及び書類審査等 

補助事業者は、補助事業が完了した場合は、その完了後３０日以内又は令和

６年３月１０日のいずれか早い日までに補助金の完了実績報告書を機構宛て

提出していただきます。 

機構は、補助事業者から完了実績報告書の提出を受けた場合については、書

類の審査及び必要に応じて現地調査等を行い、補助事業の実施結果が交付決定

の内容に適合すると認めたときは、交付すべき補助金の額を確定し、交付額確

定通知書により補助事業者に通知します。 

 

（５）補助金の支払い 

補助事業者は、機構から交付額確定通知書を受けた後、精算払請求書を提出

していただきます。その後、機構から補助金を支払います。 

 

（６）取得財産の管理等について 

補助事業者は、補助事業により取得し又は効用の増加した財産（取得財産等）

については、取得財産等管理台帳（交付規程様式第１０）を備え、その管理状
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況を明らかにしておくとともに、減価償却資産の耐用年数等に関する省令で定

める期間を経過するまで、機構の承認を受けないで、取得財産等の処分（補助

金の交付の目的に反して使用し、譲渡し、交換し、貸し付け、担保に供し、又

は取壊し（廃棄を含む。）することをいう。）を行うことはできません。 

また、取得財産等には、空港・港湾分野における脱炭素化促進事業（環境省

補助事業）で取得した財産である旨を明示する必要があります。 

さらに、補助事業者は、補助事業の経費については、帳簿及びその証拠書類

を備え、他の経理と明確に経理を区分し、常にその収支状況を明らかにしてお

くとともに、この帳簿及び証拠書類は、補助事業の完了の日の属する年度の終

了後５年間、いつでも閲覧に供せるよう保存しておく必要があります。 

 

上記の他、必要な事項は交付規程に定めていますので、これを参照してくだ

さい。 
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交付規程 別表第２ 

１ 区分 ２ 費目 ３ 細分 ４ 内   容 

工事費 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

本工事費 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（直接工事費） 

材料費 

 

 

 

 

 

 

 

労務費 

 

 

 

 

 

 

 

直接経費 

 

 

 

 

 

 

 

 

（間接工事費） 

共通仮設費 

 

 

 

 

 

 

 

 

現場管理費 

 

 

 

 事業を行うために直接必要な材料の購入費を

いい、これに要する運搬費、保管料を含むものと

する。この材料単価は、建設物価（建設物価調査

会編）、積算資料（経済調査会編）等を参考のう

え、事業の実施の時期、地域の実態及び他事業と

の関連を考慮して事業実施可能な単価とし、根拠

となる資料を添付すること。 

 

 本工事に直接必要な労務者に対する賃金等の

人件費をいう。この労務単価は、毎年度農林水産、

国土交通の２省が協議して決定した「公共工事設

計労務単価表」を準用し、事業の実施の時期、地

域の実態及び他事業との関連を考慮して事業実

施可能な単価とし、根拠となる資料を添付するこ

と。 

 

 事業を行うために直接必要とする経費であり、

次の費用をいう。 

①特許権使用料（契約に基づき使用する特許の使

用料及び派出する技術者等に要する費用） 

②水道、光熱、電力料（事業を行うために必要な

電力電灯使用料及び用水使用料） 

③機械経費（事業を行うために必要な機械の使用

に要する経費（材料費、労務費を除く。）） 

 

 

次の費用をいう。 

①事業を行うために直接必要な機械器具等の運

搬、移動に要する費用 

②準備、後片付け整地等に要する費用 

③機械の設置撤去及び仮道布設現道補修等に要

する費用 

④技術管理に要する費用 

⑤交通の管理、安全施設に要する費用 

 

請負業者が事業を行うために直接必要な現場

経費であって、労務管理費、水道光熱費、消耗品

費、通信交通費その他に要する費用をいい、類似



 18 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

設備費 

 

 

 

業務費 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

事務費 

 

 

 

 

 

 

 

 

付帯工事費 

 

 

 

機械器具費 

 

 

 

測量及試験費 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

設備費 

 

 

 

業務費 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

事務費 

 

 

 

一般管理費 

 

 

 

 

 

 

 

の事業を参考に決定する。 

 

 請負業者が事業を行うために直接必要な法定

福利費、修繕維持費、事務用品費、通信交通費を

いい、類似の事業を参考に決定する。 

 

 

 本工事費に付随する直接必要な工事に要する

必要最小限度の範囲で、経費の算定方法は本工事

費に準じて算定すること。 

 

 事業を行うために直接必要な建築用、小運搬用

その他工事用機械器具の購入、借料、運搬、据付

け、撤去、修繕及び製作に要する経費をいう。 

 

 事業を行うために直接必要な調査、測量、基本

設計、実施設計、工事監理及び試験に要する経費

をいう。また、補助事業者が直接、調査、測量、

基本設計、実施設計、工事監理及び試験を行う場

合においてこれに要する材料費、労務費、労務者

保険料等の費用をいい、請負又は委託により調

査、測量、基本設計、実施設計、工事監理及び試

験を施工する場合においては請負費又は委託料

の費用をいう。 

 

 事業を行うために直接必要な設備及び機器の

購入並びに購入物の運搬、調整、据付け等に要す

る費用をいう。 

 

 事業を行うために直接必要な機器、設備又はシ

ステム等に係る調査、設計、製作、試験及び検証

に要する経費をいう。また、補助事業者が直接、

調査、設計、製作、試験及び検証を行う場合にお

いてこれに要する材料費、人件費、水道光熱費、

消耗品費、通信交通費その他に要する費用をい

い、請負又は委託により調査、設計、製作、試験

及び検証を行う場合においては請負費又は委託

料の経費をいう。 

 

 事業を行うために直接必要な事務に要する社

会保険料、賃金等、諸謝金、旅費、需用費、役務
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費、委託料、使用料及賃借料、消耗品費及び備品

購入費をいい、内容については別表第３に定める

ものとする。 

事務費は、工事費、設備費及び業務費の金額に

対して、次の表の区分毎に定められた率を乗じて

得られた額の範囲内とする。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

号 区      分 率 

１ ５，０００万円以下の金額に対して ６．５％ 

２ ５，０００万円を超え１億円以下の金額に対して ５．５％ 

３ １億円を超える金額に対して ４．５％ 
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交付規程 別表第３ 

１区分 ２費目 ３細目 ４細  分 ５ 内  容 

事務費 

 

事務費 

 

社会保険

料 

 

 

 

賃金等 

 

 

 

 

諸謝金 

 

 

 

旅費 

 

 

 

 

需用費 

 

 

 

役務費 

 

 

委託料 

 

 

 

 

使用料及

賃借料 

 

 

消耗品費 

備品購入

費 

社会保険料 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

印刷製本費 

 

 

 

通信運搬費 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

この費目から支弁される事務手続のために必

要な労務者に対する社会保険料と事業主負担保

険料をいい、使途目的、人数、単価及び金額が

わかる資料を添付すること。 

 

 この費目から支弁される事務手続のために必

要な労務者に対する給与をいい、雇用目的、内

容、人数、単価、日数及び金額がわかる資料を

添付すること。 

 

 この費目から支弁される事務手続のために必

要な謝金をいい、目的、人数、単価、回数が分

かる資料を添付すること。 

 

 この費目から支弁される事務手続のために必

要な交通移動に係る経費をいい、目的、人数、

単価、回数及び金額がわかる資料を添付するこ

と。 

 

 この費目から支弁される事務手続のために必

要な設計用紙等印刷、写真焼付及び図面焼増等

に係る経費をいう。 

 

 この費目から支弁される事務手続のために必

要な郵便料等通信費をいう。 

 

 この費目から支弁される事務手続のために必

要な業務の一部を外注する場合に発生する特殊

な技能又は資格を必要とする業務に要する経費

をいう。 

 

 この費目から支弁される事務手続のために必

要な会議に係る会場使用料（借料）をいい、目

的、回数及び金額がわかる資料を添付すること。 

 

 この費目から支弁される事務手続のために必

要な事務用品類、参考図書、現場用作業衣等雑

具類の購入のために必要な経費をいい、使途目
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的、品目、単価、数量及び金額がわかる資料を

添付すること。 
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 別紙 

 
暴力団排除に関する誓約事項 

 

 

当団体は、補助金の交付の申請をするに当たって、また、補助事業の実施期間内及び完了後において 

は、下記のいずれにも該当しないことを誓約します。この誓約が虚偽であり、又はこの誓約に反したこ 

とにより、当方が不利益を被ることとなっても、異議は一切申し立てません。 

 

記 

 

（１）団体が、暴力団（暴力団員による不当な行為の防止等に関する法律（平成３年法律第７７号）第

２条第２号に規定する暴力団をいう。以下同じ。）であること又は団体の役員等（代表者、理事

等、その他経営に実質的に関与している者という。以下同じ。）が、暴力団員（同法第２条第６

号に規定する暴力団員をいう。以下同じ。）であること。 

（２）役員等が、自己、自社若しくは第三者の不正の利益を図る目的又は第三者に損害を加える目的を

もって、暴力団又は暴力団員を利用するなどしていること。 

（３）役員等が、暴力団又は暴力団員に対して、資金等を供給し、又は便宜を供与するなど直接的ある

いは積極的に暴力団の維持、運営に協力し、若しくは関与していること。 

（４）役員等が、暴力団又は暴力団員であることを知りながらこれと社会的に非難されるべき関係を有

していること。 
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